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 ・修学資金貸与枠を 10名減した場合は、3 割程度が県内に定着することが想定されるため、33 名程度

の医師数の増加が見込まれます。（下記のとおり）このことから、第三次行動計画の目標達成は可能で

あると考えています。 

 

 

 

 

・一方、修学資金貸与枠を 20名減した場合は、医師数が 14名減少すると見込まれることから、第三次

行動計画の目標医師数を達成することが困難になると考えています。 

 

 

 

 

・なお、県外大学に進学する学生は、卒業後、県外大学の医局に入局することが想定されますが、これ

まで医師修学資金を活用して、毎年度 10 名程度の学生の県内定着を図ってきました。しかしながら、

三重大学地域枠に限定した貸付枠のみになった場合は、こうした対応が困難になります。 

 

 

 

（４）研修病院等合同セミナー等                   

  国が主催する合同説明会等で三重県が取り組む医師確保に関する事業の説明や,県内の研修病院の紹

介等を行うことにより、県内外からの研修医の確保を図ります。 

 

（５）子育て医師等復帰支援事業                     

  子育て中の医師が不安を持つことなく就労を継続するとともに、安心して復帰できるような医療機関

の環境づくりを促進し、医師確保につなげます。 

  特に、周産期医療に係る産婦人科や小児科については、女性医師の占める割合が高く、医師国家試験

合格者の 3割が女性となっていることから、少子化対策に資するものとして以下の事業に取り組みます。 

① ネットワーク形成支援事業 

仕事と家庭の両立に対する不安を解消するために実施するネットワークづくりを行う取り組み（メ

ンターとなる先輩職員と研修医や医学生との交流会など）に対し経費の一部を補助します。 

② 就労環境改善支援事業 

  医療機関において、仕事と家庭を両立できる働きやすい職場環境の整備（短時間勤務の導入や宿日

直の免除等にかかる代替職員の確保、ベビーシッター雇上等の育児支援）にかかる経費の一部を補助

します。 

③ 復職研修支援事業 

   子育て等により離職した医師に対して復職研修の受入を行う医療機関において、復職研修プログラ

ムを作成し、指導医のもとで復職研修を実施する場合の経費の一部を補助します。 

④ 子育て医師等情報発信事業 

  復職研修受入医療機関や病院等の子育て支援等の取り組み内容を県ホームページ「おいないねっと

コソダテ info.」等にて復職希望医師に紹介します。 

⑤ 「女性が働きやすい医療機関」認証制度 

女性医療従事者が働きやすい環境を作る病院等の取り組みを進めるために認証制度を運用します。 

■修学資金貸与枠を 20名減した場合 

   40名（例年の医師増加数）－20名（貸与枠の減少）＝20名 

   20名＋（20名（貸与枠の減少）×0.3（県内定着の割合））＝26名 

■修学資金貸与枠を 10名減した場合 

   40名（例年の医師増加数）－10名（貸与枠の減少）＝30名 

   30名＋（10名（貸与枠の減少）×0.3（県内定着の割合））＝33名 
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（６）地域医療確保補助事業                 

地域医療確保のため、産科医への分娩手当等にかかる助成を行います。 

 

（７）臨床研修医定着支援事業                     

より多くの若手医師（研修医）を集め、県内での定着につなげるため、研修病院の魅力の発信、研修

病院が行う魅力的な研修プログラムづくり、指導医の確保・育成等、県内医療機関が取り組む先進的な

事業を支援します。 

 

（８）医師確保対策事業                       

  インターネットを活用して、全国からの医師の求職、県内医療機関の求人を募集し、求職のあった医

師の希望に沿った県内医療機関での就業に向けた調整を行います。 

 

（９）寄附講座（地域小児医療支援講座）             

医療過疎地域における地域医療提供体制に関する調査・研究や地域医療を担う人材の育成を図るため、

名張市立病院等に地域医療に関する寄附講座を設置します。 

 

（10）総合診療医広域育成拠点整備事業               

  総合診療医を育成するため、三重大学附属病院・地域の医療機関等が参画し、多拠点で養成できる教

育・研修環境（三重大学総合医療ネットワーク）の整備等、医師が地域医療に関わりながら総合診療を

学べる環境を支援します。 

 

（11）みえ地域医療メディカルスクール                 

  地域における医療提供体制を確保するため、医師をはじめとした医療人材の確保対策を進めるため、

医療現場の体験実習等により地域医療の魅力等を高校生に対して発信し、地域医療の人材を育成します。 

 

（12）寄附講座（三重大学寄附講座（県立一志病院））         

  医療過疎地域における地域医療提供体制に関する調査・研究や地域医療を担う人材の育成を図るため、

三重大学に地域医療に関する寄附講座を設置します。（医務国保課事業） 

 

（13）三重県プライマリ・ケアセンター事業              

地域包括ケアシステムにおける効果的な連携の推進に寄与することを目的として、多職種連携による

プライマリ・ケアを実践できる医療・福祉従事者を育成します。（医務国保課事業） 

 

[実績等] 

 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 単位 

医師修学資金貸与者 359 338 329 312 人 

キャリアサポート医師 6 5 5 5 人 

[財源負担割合]  県 10/10（地域医療介護総合確保基金（医療）充当事業を含む） 

[事業負担割合]  県 10/10、県 3/4・事業者 1/4、県 2/3・事業者 1/3、県 1/2・事業者 1/2、 

県 1/3・事業者 2/3（地域医療介護総合確保基金（医療）充当事業を含む） 

[事業開始年度]   平成 16年度  
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○最新テクノロジーを活用した生活習慣病対策の全体像 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ウェアラブル端末を活用した実証事業（案） 
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２．三重とこわか県民健康会議事業  11,897千円（うち県費 11,897千円） 

県民自らが主体的に取り組む健康づくりや企業における健康経営の取組を推進するため、「三重とこ

わか県民健康会議」を設置し、企業、関係機関・団体や市町等と一体となって、県民の健康づくりへの

気運の醸成を図ります。 

また、「オール三重」で健康づくりに取り組むためには、多くの人々が一日の大半を過ごす職場での

健康づくりが重要であることから、「三重とこわか健康経営カンパニー（ホワイトみえ）」認定制度を創

設し、企業における主体的な健康経営の取組を推進します。さらに、「三重とこわか健康経営カンパニ

ー（ホワイトみえ）」を対象とした表彰制度「三重とこわか健康経営大賞」やインセンティブ「健康づ

くりへの補助金」を創設することにより、健康経営の取組を加速させていきます。 

インセンティブ制度として、「三重とこわか健康経営カンパニー（ホワイトみえ）」のうち、補助申請

のあった企業（上限 20社）に対して、申請年度における健康経営を加速させる取組（上限 1,000千円）

の 1/2を補助します。 

 

 

○オール三重で健康づくりに取り組む社会環境づくりの全体像 
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○「三重とこわか健康経営カンパニー（ホワイトみえ）」認定制度の全体像 

 

 

 

 

３．健康マイレージ事業 

  県民一人ひとりが生涯を通じて主体的に健康づくりに取り組むことができるよう、市町や企業と連携

し、社会全体でその動機づけと継続を支えるための環境づくりに取り組みます。さらに、マイレージ取

組協力事業所への取組支援や新たな事業所の開拓のため、マイレージ取組協力事業所の取組事例を共有

し、周知啓発を行います。 

 

[実績等] 

 

[財源負担割合] 県 10/10 
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・受診勧奨効果の検証 

本事業における資材を活用した受診勧奨の有効性のほか、市町ごとの検診実施体制や受診勧奨

方法、精密検査受診状況等について情報を収集し、課題分析や改善策等をまとめ、県に報告しま

す。 

 

【計画】 

○令和２年度  ナッジ理論を活用した受診勧奨資材を作成 

市町が検診受診率向上のために行う取組の効果検証 

○令和３年度  三重とこわか県民健康会議等で県内の好事例を横展開 

○令和４年度～ がん登録情報を活用した、早期発見率、発見経緯等の検証 

 

 

5．がん検診受診率向上に向けた民間企業等とのパートナーシップ事業 

従業員のがん検診受診率向上をめざす民間企業等と県が連携し、さまざまな取組を行うためのパー

トナーシップ事業において、企業におけるがん検診やがんに関する正しい知識の普及啓発の取組を推

進するとともに、当該企業の取組を横展開し、職域におけるがん検診の普及啓発を図ります。 
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[実績等] 

 平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 単位 

乳がん検診受診率 33.4 37.8 37.8 43.4 41.1 ％ 

子宮頸がん検診受診

 

51.6 54.2 53.1 50.0 47.8 ％ 

大腸がん検診受診率 30.0 30.0 32.8 28.5 26.8 ％ 

※地域保健・健康増進事業報告におけるがん検診受診率の算定方法は、これまで年齢制限がありませんで

したが、平成 25 年度から 40 歳から 69 歳（子宮頸がんは 20 歳から 69 歳）までとされており、本県に

おいても本算定方法により算定しています。また、胃がん検診については、平成 28年度からは 50歳～

69歳になりました。 

※地域保健・健康増進事業報告におけるがん検診対象者の計上方法は、これまで職域等で受診機会のある

人を除いていましたが、平成 27年度から職域等で受診機会のある人も含め全住民に変更となりました。

本県においては、経年比較を行うため、これまでの算出方法による試算値を使用しています。 

 

[財源負担割合]  国 1/2県 1/2、県 10/10（地域医療介護総合確保基金（医療）充当事業を含む）（一部

福祉基金充当） 

 

[事業負担割合]  国 1/2県 1/2、県 1/2市町 1/2（地域医療介護総合確保基金（医療）充当事業） 

 

[事業開始年度]   平成 24年度 

 


